
社会保障審議会介護給付費分科会  

調査実施委員会（第3回）議事次第  

日時：平成22年1月25日（月）  

午後3暗から午後5暗まで  

於：航空会館702・703会議室  

議 題  

1．平成21年度介護従事者処遇状況等調査の結果（速報）について  

2．平成22年度実施予定の調査について  

3．その他   



平成21年度介護従事者処遇状況等調査の結果（速報）  

本結果（速報）は、平成21年12月末までに確定した調査票を集計したものであるため、  

最終的な結果については   



●  

調査の概要・集計方法について  

○調査概要   

目  的：平成21年度介護報酬改定が介護従事者の処遇改善に反映されているかの検証を行うための基礎資料  
を得ることを目的とする。  

調査の基本方針：   

（1）介護従事者の報酬改定前後における給与等の実態把握   

（2）給与等以外における介護従事者の処遇改善策の実態把握   

（3）施設■事業所における加算の取得状況の把握  

調査日：平成21年10月1日  

調査対象：介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、訪問介護事業所、通所介護事業所、  
認知症対応型共同生活介護事業所及び居宅介護支援事業所並びに調査日に当該施設・事業所に在  

籍した介護従事者  

調査項目：   

（1）施設・事業所票  

給与等の引き上げ状況、介護従事者の処遇状況、収支の状況、加算の取得状況、利用者数、職員数等  

（2）従事者票  

性別、年齢、勤続年数、勤務形態、労働時間、資格の取得状況、兼務の状況、基本給額、一時金額等   

抽出率：調査対象サービスごとに、1／4～1／20で設定   

○集計方法   

調査結果の集計にあたっては、ウエイトバック（施設■事業所種類別、地域区分別、施設一事業所規模別の全国の   
施設・事業所数と回収した調査票により出現数を割り戻す方法）により全国推計値を算出している。   
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2 速報における集計対象施設・事業所数について  

調査対象に  
施 設・   調 査   集計対象施設■   占める集計  

事業所数   対象数   事業所数   対象割合  
（％）   

合計   91，067   7，141   5，034   70．5   

介護老人福祉施設   5，892   1，471   1，185   80．6   

介筆者人嘩健施設   3，435   858   634   73．9   

介護療養型医療施設  2，608   621   382   61．5   

訪問介護事菓所   21，069   985   580   58．9   

適所介護事要所   20，997   1，025   719   70．1   

認知症対応型共同生活介護事業   8，818   878   590   67．2   

唐重介護享援事業所   28，248   1，303   944   72．4   

（注）平成21年12月末までに確定した調査票について集計  
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1・平成21年4月から9月の間での給与等の引き上げの状況は、r定期昇給を実施l が43．7％、   
「介護報酬改定を踏まえて引き上げた」が23．4％、「介護報酬改定に 関わらず引き上げた」が   

21．0％、となっている。 （P．4「施設ヰ業所の給与等の引き上げ状況について」参照）   

2・平成20年及び平成21年ともに施設1事業所に在籍している介護従事者の平均給与額は、  
平成20年「222．308円」、平成21年「231∴366円」で、  
（P．5「介護従事者の平均給与額について」参照）  

している。  

3・平成20年及び平成21年ともに施設ヰ業所に在籍している介護従事者の平均給与の増旭   
塵は、職種別により「8．102円抑となっている。   
（P．6「介護従事者の職種別平均給与額について」参照）  

（注）2及び3について、介護報酬改定前後における介護従事者の給与額の増減を把握することを目的として  
いるため、平成20年及び平成21年ともに在籍している者を対象として比較したものである。   

4・給与等以外の処遇改善の状況みると以下のようになっている。   

・「1．職員の増員による業務負担の軽減」32．6％   
イ3．能力や仕事ぶりの評価と配置・処遇への反映」33．8％   

イ4．昇給または昇進・昇格要件の明確化」33．8％   

・「6．賃金体系等の人事制度の整備」33．5％   

1「13．腰痛対策、メンタルケア等を含めた健康管理の充実」30．9％   

（P．7「給与等の引き上げ以外の処遇改善状況について」参照）  
（注）割合は「従来より実施しており、今回さらに充実」、「従来、実施していないが、今回新たに実施」及び「今  
後実施予定」の合計  

一」   



4 施設・事業所の給与等の引き上げ状況について（複数回答）  

綺与等の  
給与等の  

定期昇給  介護報酬 改定を踏  介護報酬 改定に関  
を実施  たが、1年  

行っておら  
そ？他   

まえて  わらず  ず、今後も  
引き上げ  引き上げ  

以内に引  
弓惇上げ  

／  き上げ予  
予定無し  

定  

台   43．7％   23．4％   21．0％   15．2％   13．1％   7．4％   

介護老人福祉施設   71．6％   43．1％   21．1％   12．5％   2．9％   5．0％   

介護者人嘩健嘩設   64．9％   37．0％   26．6％   9．7％   3．3％   5．000   

介護療衰型医療施設   53．4％   14．7％   25．4％   9．900   11．0％   5．9％   

名方問介護事＝業所  32．9％   30．4％   19．3％   17．4％   13．9％   6．8％   

退介護善業所   46．1％   20．1％   26．1％   19．3％   8．4％   5．4％   

軍部症対応型兵両生活介軍事幕所   41．0％   26．1％   26．8％   16．5％   7．1％   10．1％   

居宅介護支援事業所   41．6％   14．9％   15．7％   11．7％   21．3％   9．5％   
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介譲従事考の平均給与療0主2）  

差引  

平成21年9月   平成20年9月   （平成21年－  

平成20年）   

231，366円   222，308円   9，058円   

（注1）介護報酬改定前後における介護従事者の給与額の増減を把握することを目的としているため、平成20年及び平成21年ともに在籍している者   
を対象として比較している  

（注2）介護従事者の給与は、以下により算出  
月給の者：月給＋手当＋一時金（4～9月支給金額の1／6）  
日給の者：日給×実労働日数＋手当＋一時金（4～9月支給金額の1／6）  
時給の者：時給×実労働時間＋手当＋一時金（4～9月支給金額の1／6）   



事者の職種別平均給与額について  
20年及び平成21年ともに在籍している者を集計）  

職種別平均給与籠（注2）  

平成21年9月   平成20年9月   
差引  

（平成21年－  

平成20年）   

看護職員   306，511円   298，118円   8，393円   

介準職員（訪問介護員を含む）   199，854円   190，935円   8，919円   

生活相談鼻・享援相談員   296，349円   284，058円   12，291円   

PT、c）T、ST耳は機能訓練指導員   273，715円   265，613円   8，102円   

介護支援専門員   315，006円   305，154円   9，852円   

数 〟ハ 
†≠  

（注1）介護報酬改定前後における介護従事者の給与縫の増減を把握することを目的としているため、平成20年及び平成21年ともに在籍している者  
を対象として比較している  

（注2）介護従事者の給与は、以下により算出  

月給の者：月給＋手当＋一時金（4～9月支給金額の1／6）  
日給の者：日給×実労働日数＋手当＋一時金（4～9月支給金額の1／6）  
時給の者：時給×実労働時間＋手当＋一時金（4～9月支給金額の1／6）   

（注3）職種が不明な者を含むため、職種別の職員数の合計と5頁の介護従事者数の全体は一致しない。  
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処遇改善状況について  

（処遇全般）  ※ 3頁に記載した事項を大枠で囲んでいる  

従来如実施し；；  ＝従料実施して  従来及び今向臭  従来より実施二  従来及び今回  

ており、   いないが、   施していないが、  今回内容等を  実施しモおらず、  

今回さらl≠奉寒≡  1今回新たに実施・  今獲実施予定   撃更なし   今後も予重なし   

1∴二筆勢負担の軽減 11．8％   6．1％   14．7   37．7％   26、4％   

凍勤 

条件め改革 
6．6％   3．6％   14．0％   50．1％   21．7％   

寧∴車力事ぷサ申評価と申酎処準｛の反映 9，2％   2．7％   21．9   46．8％   16．1％   

ヰ湧鍵味奏準凍椿事倖め顔ビ 5．3％   3．4％   25．1   43．5％   18．9％   

亘∴藤壷親藤鼻から丘親政貞め転嶺機会の確保   7．1％   2．4％   13．9％   48．5％   24．2％   

6‡東金体系専め人妻制度め車庫 7．2％   3．1％   23．2   43．6％   18．8％   

（教育・研修）  

や考案やメ  ム‘‘ 
16．8％   2．4％   10．5％  62．6％  5．1％   

廠凄椿瑚  
を貪むト   

10．6％   2．5％   8．2％  67．8％  8．0％  

顔  6．7％   2．4％   15．4％  59．1％  12．6％   

1¢∴新人醸員の指導担当・アドバイザキわ薩置 5．6％   乙3％   16．8％  46．6％  24．7％   

（職場環境）  

中∴＝虐崩的な主丁子イシダ等による仕事上ゐヨミュ  

与ケナシ⇒ンの充実 
15．7％   2．0％   4．1％   73．2％   2．6％   

1室＝‡海軍内零や労働条件に関する個＝方嘩琴鱒貧  

め確保 
7．4％   3．7％   17．5％   56．1％   12．1％   

堆．鱒痛対象メンタルケア等を含吟た健歯坦 
¢充実 

6．9％   2．9％   21．1   54．2％   11．6％   

1ヰ二出産ヰ膏て壕旗竿の介護を行う鹿員への  

支埠申翠化   
6．0％   1．6％   13．6％   61．0％   14．1％   

15．凄味殖ラブルぺめ対面細ゆ整備   8．1％   1．3％   7．3％   77．1％   3．1％   

※ 合計には無回答を含むため、各項目の合計は100％と一致しない  

†■■■抑1r 疇「Tて二▼← ■‾－－■‾－qr ■■■「■－¶■：i主T？ゝ¶「†■、て r▼ －■■■■「≠＝T冠±1丁鯛■■「Tこ丁ナ ‾ 「」■■■亡←「m■＝ －」■ 【 －■■■L¶－ヒ「■二十’‾【  



8 要因の分析について（案）  
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平成21年度介護従事者処遇状況等調査の調査項目一覧（施設・事業所票）   

（注1）○：調査項臼（平成21年9月の状況を調査）●＝調査項目（平成20年9月及び平成21年9月の状況を調査）  
（注2）「三周査票No」の下線は、複数回苔が可能な調査項目  

二ロ  の  Ⅰ  

給与等の引き上げ要件  



設サービス  
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施設サービス   

居宅サ【ビス▼地域密箱型サービス  

施する介護保険  阻」」  

看護体制加算  

特定華美所カロ貫  

中山間地域等における 

法人が実施する介護保険  
サービス以外の事業  

（3） 法人の規模  

問7（1）富喜漂孟処遇改善交付金の  

介護職員処遇改善交付金の  
申請のために行った対応  

盟皇  加算の取得状況  

問9  施設 事業所の規模  

問10 施設▲事業所の規模  

間11（1）職員数  

派遣職員数（実人数）  

※介護老人子吉祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設については、ユニットリサーを除〈。   

調査項目ではないが、事業所番号より把握可能な事項  
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平成21年度介護従事者処遇状況等調査の調査項目一覧（従事者票）   

（注1）○ニ調査項月（平成21年9月の状況を調査）●：調査項目（平成20年9月及び平成21年9月の状況を調査）  
（注2）「No．」の下線は、複数回答が可能な調査項目  

※介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設については、ユニットリサーを除く。訪問介護については、サービス提供責任者。居宅介護支援  
については、主任介護支援専門員。  

4  
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○ 平成22年度においては下記の2調査を実施予定  

1．介護従事者処遇状況等調査（以下「処遇状況調査」という。）  

目的：平成21年度介護 報酬改定の影響及び介護職員処遇改善交付金の   
影響を踏まえた介護従事者の処遇改善の状況を把握し、次期介護保険   
制度及び介護報酬の改定のための基礎資料を得ることを目的として調査  

を実施する。  

2．介護事業経営概況調査（以下「経営概況調査」という。）  

目的：各サービス施設】事業所の経営状況を把握し、次期介護保険制度  
及び介護報酬の改定に必要な基礎資料を得ることを目的として調査を  

実施する。  
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処遇状況調査及び経営概況調査の調査設計について  

○ 調査実施時期  

・経営概況調査については、決算額によって調査内容を把握することとし、  

○ 調査対象  
調査対象については、両調査ともに従前どおりとしてどうか。  

（参 考：従前の調査対象について）   

＞ 処遇状況調査の対象は、7サービスの施設・事業所   

＞ 経営概況調査の対象は、すべての介護保険サービス施設■事業所  

○ 抽出率   

■ 抽出率の設定にあたっては、両調査において重複する調李対象（ 7サービスの  
・ 所）については 平成ぞ十年 査の抽出率、その他の調査  

対象については従前どおりとしてはどうか。   
・なお、集計対象施設数が少ない場合には、一 定の施設数を下回らないよう配慮する  

ことが必要ではないか。  
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平成22年度処遇状況調査の調査票作成について  

○ 平成22年度処遇状況調査の調査項目は下記の方針で変更してはどうか。  

平成21年度の調査項目  

（例：介護老人福祉施設票）  
変更方針について  

施設票  

介護福祉施設サービスにおける介護  
問1～5   

・問1～4については、介言書職昌処遇改善交付金の影響を踏まえた調  

報酬への対応及び収支等の状況  査項自に穿．直して引き続き調査  

■記入不備や無回答が多く、経営概況調香の調香項目と専権するため、  
問5．収支の状況について   問5  

収支の 変化についての調香項E引こ変事  

貴施設の属する法人の状況  問6   
t間6については、平成21年度と同様の調査項目のまま、引き続き調  

査  

介護福祉施設サービスにおける介護  ・介護職員処遇改善交付金の中吉書状況及び申請を行っていない理由  

職員処遇改善交付金の申請等の状況  
問7  

についての調香項日に変事  

介護福祉施設サービスにおける加算  
問8～11   

・問8～10については、平成21年度と同様の調査項目のまま、引き  
や職員数等の状況  続き調査  

・記入不備や無回答が多く、既存情朝から得られる情報のため、離職  
問11．職員数について  問11  

れる調香項巨引こ変曹  

従事者票  
■記入不備や無回答が多いが基礎情報のため、変更は行わず、引き  
続き調査  



平成22年度経営概況調査の調査票作成について  

○ 平成22年度経営概況調査の調査項目は下記の方針で変更してはどうか。  

平成19年度の調査項目  

（例：介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福   変更方針について  

祉施設入所者生活介護票）  

第1サービス提供の状況  

（1）施設名   

（2）施設の住所  ・記入者負担の軽減を図るため、調査項目としては削除  

（3）経営主体  

（4）土地の状況   

（5）現有建物の状況  既存情報から得ることができる 査項目については削除  

（6）サービスの状況  

第2 居室■設備等の状況  ・既存情報から得ることが困難なため、調査内容を見直して引き続き調査  

第3 職員配置  既存情報から得ることができるため、調査項目から削除  

第4 給与  ・集計を行っていない職種について、見直しを行い引き続き調査  

第5 収支  ■集計を行っていない調査項目について、見直しを行い引き続き調査  

第6 介護支援専門員の勤務状況  ・集計を行っていない調査項目のため、記入者負担を考慮して削除  

（新規項目）併設サービスの事業所番号  を既存情報から得るために必要なため、新たに追加  

（新規項目）会計期間に関する調査項目  算期間が異なることによる影響把据が必要なため∴折たに追加  

5   



介護事業経営概況調査及び介護従事者処遇状況等調査  
の実施の概要（案）について  

1． 調査の目的  
平成21年度介護報酬改定及び介護職員処遇改善交付金の影響が介護従  

事者の処遇改善の状況を把握するとともに介護保険施設・事業所の経営状  

況を把握することにより、次期介護報酬改定の基礎資料を得ることを目的  

とする。  
■● ′′  

2． 調査時期  

平成22年 夏頃実施予定  

3． 調査票の種類   

（1）介護従事者処遇状況等調査  

1）介護老人福祉施設票  

2）介護老人保健施設票  

3）介護療養型医療施設票  

4）訪問介護事業所票  

5）適所介護事業所票  
6）認知症対応型共同生活介護事業所票  

7）居宅介護支援事業所票  

（2）介護事業経営概況調査（従前の調査票との関係は別紙参照）  

1）社会福祉法人会計基準・  

指定介護老人福祉施設等会計処理等取扱指導指針票  

2）介護老人保健施設会計・経理準則票  

3）病院会計準則票  

4）指定老人訪問看護の事業及び指定訪問看護の事実の会計  

経理準則票  

※ 調査票は、施設種別、法人種別に調査票を送付  

4も 調査対象及び抽出率   

（1）抽出方法：層化無作為抽出法により抽出   

（2）抽出率：別表の通り  

ー1・   



5．  調査項目  

（1）介護従事者処遇状況等調査  

1）施設・事業所票  

・給与等の引き上げ状況、介護従事者の処遇状況、加算の取得状況、  

利用者数 等  

2）従事者票  

・性別、年齢、勤続年数、勤務形態、労働時間、資格の取得状況、兼  

務の状況、基本給額、一時金額 等   

（2）介護事業経営概況調査  

1）収入の状況、支出の状況、資産・負債の状況、職員人件費の状況 等  

－2一   



別紙  経営概況調査の調査票について  

平成22年度に実施する経営概況調査においては、既存情報から得ることのできる調査項目   

を削除することにより、会計基準に従った下記の4種類の調査票（案）となる。   

○ 平成22年度調査における調査票（案）   

1．社会福祉法人会計基準・指定介護老人福祉施設等会計処理等取扱指針票   

2．介護老人保健施設会計・経理準則票   

3．病院会計準則票   

4．指定老人訪問看護の事業及び指定訪問介護の事業の会計・経理準則票   

○ 平成19年度調査における調査票との対応関係  

平成19年度調査における調査票  平成22年度調査における調査票案   

介護老人福祉施設・   1．社会福祉法入会計基準・指定介護老人福  

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事業所票   祉施設等会計処理等取扱指針票   

2  介護老人保健施設票   2．介護老人保健施設会計・経理準則票   

3  介護療養型医療施設（病院）票   

3．病院会計準則票   
4  介護療養型医療施設（診療所）票   

5   
居宅サービス事業所（福祉関係）・   1．社会福祉法人会計基準・指定介護老人福  
地域密着型サービス事業所票   祉施設等会計処理等取扱指針票   

6   
居宅サービス事業所（医療施設）・   

地域密着型サービス事業所票   
3．病院会計準則票  

7  訪問看護ステーション票   
4．指定老人訪問看護の事業及び指定訪問介  

護の事業の会計・経理準則票   

認知症対応型共同生活介護事業所   1．社会福祉法人会計基準・指定介護老人福  

8       （介護予防含む）（医療法人以外）票   祉施設等会計処理等取扱指針票   

9   
認知症対応型共同生活介護事業所   

（介護予防含む）（医療法人）票   
3．病院会計準則票  

特定施設入居者生活介護事業所（介護予防含む）・   

10  
（ケアハウス・養護老人ホーム）票   

特定施設入居者生活介護事業所（介護予防含む）・  1．社会福祉法人会計基準・指定介護老人福  

田     地域密着型特定施設入居者生活介護事業所   祉施設等会計処理等取扱指針票  

（有料老人ホーム・高齢者専用賃貸住宅）票   

12  福祉用具貸与事業所（介護予防含む）票   
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別表  

抽出率について  

前回の経営 概況調査抽  

施設数  
出率   調査   査   

介護老人福祉施設   6，146   」△4   旦∠4   1／4  

介護老人保健施設   3，628   」∠1≧   旦∠4  1／4  

介護療養型医療施設   2，108   」J4   」J4   1／4  

訪問介護   25，378   ＿週   」∠呈旦  1／20  

訪問入浴介護   2，263   1／10   1／10   

訪問看護ステーション   7，781   1／40   1／40  

訪問リハビリテーション   3，056   1／20   1／20  

通所介護   24，392   ＿＿旦∠ヱ9   」土星旦   1／20   

療養通所介護   61   1／1   1／1   

通所リハビリテーション   6，641   1／30   1／30   

短期入所生活介護   7，470   」∠∈担   」∠4旦  

特定施設入居者生活介護   3，100   1／2q   1／20  

居宅介護支援   31，037   」J土塁   」∠坦   1／20  

福祉用具貸与   6，309   1／60  1／60  

夜間対応型訪問介護   89  1／1  1／1  

認知症対応型通所介護   3，186   」迦   」∠迫  

認知症対応型共同生活介護   9，886   」∠塑   」∠土旦   1／10   

小規模多機能型居宅介護   2，140   1／10   1／10  

地域密着型特定施設   125   1／1   囲  

地域密着型介護老人福祉施設   297   囲   囲  

※1 調査対象施設数は介護給付費実態調査（平成21年8月審査分）の請求事業所数   
※2 処遇状況調査は平成21年調査の抽出率  

※3 経営概況調査及び処遇状況調査が重複する調査対象については、処遇状況調査の抽出率に統一して設定  
※4 集計対象施設数が少ない場合には、一定（70％の回収率で集計可能施設数が100施設以上）の施設数を下回ら  

ないように設定  

・
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‾トリ‾  
続計法に基づく一般統計調査   

平成2う毎度飛護従事者処遇状況等調査  

（介護老人福祉施設票）  

平成21年10月調査  

厚生労働省老健局  

右のラベルの5つの項目は、必ず確認して  

いただき、誤りや訂正がございましたら、恐  

れ入りますが脚をお願い申し上  

げます。  

事業所番号  1234567890   

施 設 名  0000   

所 在 地  東京都千代田区×××町2丁目1－1   

経 営 主 体  社芸福祉法人   

地 域 区 分  特別区   

1234567890  

54321  パスワード   

お手数をおかけしますが、下の（1）～（5）に必ずご記入をお願いいたします。  

（1）電 話 番 号：   

（2）F A X 番 号二   

（3）Eメールアドレス：  

（  ）  

（役職：  （4）回 答 担 当 者二ご氏名  

（5）介護福祉施設サービスの活動の状況（平成21年9月末日時点）  

（下の1～3のいずれか1つに○）  

3 廃止  2 休止中  1 活動中  

※2、3の場合、今旦p調査に記入していただく必要はありませんので、こ町まま調査票   

を返送してください。  

（平成21年10月31日までにご投函お願いします）   



介護福祉施設サービスにおける介護報酬改定への対応および収支等の状況についておうかがいします  

問1．平成21年4月1日～9月30日の間の介護福祉施設サービスにおける介護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設  

を含む）状況について、該当する番号全三⊆○をつけてください。（複数回答可）  

【問1で「1」、「2」または「4」と答えた方におうかがいします】  

問2．給与等の引き上げ（手当の新設を含む）の対象者  

（1）介護福祉施設サービスの介護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）について、該当する番号全王⊆  

○をつけてください。なお、1年以内に給与等を引き上げる予定の場合も、本間についてお答えください。  

（複数回答可）  

介護従事者全員について、給与等を引き上げ（予定）  1
 
2
 
3
 
 
 

（1、3のみに○をつけた  
場合は、問2（3）へお進   
みください）  

何らかの要件に該当した介護従事者のみ、給与等を引き上げ（予定）  

給与等を引き上げる予定だが、対象者については未定  

【問2（1）で「2」と答えた方におうかがいします】  

（2）給与等の引き上げ（手当の新設を含む）の要件について、該当する番号全壬生○をつけてください。なお、1年  

以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

1 勤続年数を要件として引き上げ  

2 経験年数を要件として引き上げ  

3 資格の保有を要件として引き上げ  

4 勤務形態（常勤・非常勤）を要件として引き上げ  

5 雇用形態（正規・非正規）を要件として引き上げ  

6 勤務時間を要件として引き上げ  

7 管理職について引き上げ（ニットリザーを除く）  

8 管理職以外の者について引き上げ  

9 その他（具体的に：  

（3）介護福祉施設サービスの介護従事者の各種手当について引き上げまたは新設を行ったもの皇王⊆○をつけてく  

ださい。1年以内に各種手当を引き上げまたは新設する予定の場合も、本間についてお答えください。引き上  

げまたは新設を行っていない場合は、8に○をつけてください。（複数回答可）  

1夜勤手当  6 資格手当  

2 時間外手当（早朝・深夜・休日手当等）   7 その他  

3 家族（扶養）手当  （具体的な名称：  

4 通勤手当  8 引き上げまたは新設なし  

5 職務手当（役付手当等）   



問3．介護福祉施設サービスの介護従事者に対する給与等の引き上げ以外の処遇に関して、平成21年4月の介護報酬改  

定を受けての対応状況についておうかがいします。下表（A）～（0）の項目ごとに、該当する1～5の番号に＿1⊇空  

け○をつけてください。  （○はそれぞれ1つずつ）  

（注）   

従来・・ヰ成21年3月31日以前   

今回‥ヰ成21年4月1日～平成21年9月30日   

その他処遇全般について（具体的に記入してください）  

その他教育・研修について（具体的に記入してください）  

（K）定期的なミーティング等による仕事上のコミュニケーションの充実   2   3  5   

（L）仕事内容や労働条件に関する個別面談機会の確保   2   3  5   

（M）腰痛対策、メンタルケア等を含めた健康管理の充実   2   3  5   

（N）出産・子育て・家族等の介護を行う職員への支援の強化   2   3  4  5   

（0）事故やトラブルへの対応体制の整備   2   3  5   

その他職場環境について（具体的に記入してください）  

：；   



問4．併設サービス等の状況について  

（1）平成21年9月30日時点において、同一又は隣接の敷地内で運営しているサービス全てに○をつけてください。  

（複数回答可）   

15 小規模多機能型居宅介護（※）  

16 夜間対応型訪問介護  

17 認知症対応型適所介護（※）  

18 認知症対応型共同生活介護（※）  

19 地域密着型特定施設  

20 地域密着型介護老人福祉施設  

（※）は、介護予防を含む  

垂）介護老人福祉施設  

02 介護老人保健施設  

03 介護療養型医療施設  

04 訪問介護（※）  

05 訪問入浴介護（※）  

06 訪問看護（※）  

07 訪問リハビリテーシ］ン（※）  

08 適所介護（※）  

09 通所り／、ドリテーション（※）  

10 短期入所生活介護（※）  

11短期入所療養介護（※）  

12 特定施設入居者生活介護（※）  

13 居宅介護支援  

14 介護予防支援（地域包括支援センター）  

（2）介護老人福祉施設および上記の質問で○を付けたもののうち、平成21年9月サービス分において、最も介護収入  

が多いサービスを番号でお答えください。（右づめで数字を記入）  

上記（1）の「01」～「20」の中で最も収入の多い番号  

問5．収支の状況について  

（1）介護福祉施設サービスにおける会計の区分状況について、該当する番号に○をつけてください。  

1介護福祉施設サービス単独で会計を行っている  

2 他の介護保険サービス等と一体的に会計を行っている  

（2）介護福祉施設サービスにおける、平成20年9月（1か月間）および平成21年9月（1か月間）の収入・支出の状  

況についてお答えください。なお、上記問5（1）において「2」と回答した場合は、介護福祉施設サービスと  

一体的に会計を行っている介護保険サービス等を含めてお答えください。（右づめでそれぞれ数字を記入）  

収支項目  
平成20年9月  平成21       年9月  

（1か月間）  （1か月日        嗣）   

①事業活動収入（注）  円  
I  I  

（Dのうち介護収入  円  
l  I  I  J  

円   

②事業活動支出（注）  円  
タ  

円  
I  I  

（診のうち給与総額  円  

②のうち委託費  円  
I  I  

円  

うち派遣料金  ■  円  
I  

円  

（注）事業活動収支の部において「国庫補助金等特別積立金取崩額」、「減価償却費」、「引当金繰入」、「引当金戻入」、「寄  

付金収入」、「雑収入」、「借入金元金償還補助金収入」を計上しているところは、これらの金額を事業活動収入・  
事業活動支出からそれぞれ控除した額を記入  

【問5（1）で「2」と答えた方におうかがいします】  

（3）介護福祉施設サービスの介護収入は、上記間5（2）「①のうち介護収入」のうち約何割程度か、平成20年9月  

（1か月間）および平成21年9月（1か月間）それぞれについて、お答えください。（それぞれ数字を記入）  

平成20年9月の介護収入割合  平成21年9月の介護収入割合  

約□割程度  約□割程度  

4   



貴施設の属する法人についておうかがいします  

問6．法人が実施している事業について  

（1）平成21年9月30日時点で、貴施設の属する法人が、貴施設以外に介護保険サービスを実施している場合、該当  

する番号全三1⊆○をつけてください。（複数回答可）  

1 施設サービス（問4（1）01～03に該当）  

2 居宅サービス・地域密着型サービス（問4（1）04～20に該当）  

（2）平成21年9月30日時点で、貴施設の属する法人が介護保険サ瑚姦している場合、該当する  

番号全てに○をつけてください。（複数回答可）  

1 第一種・第二種社会福祉事業  

2 医療関係事業  

3 その他（具体的に：  

【問6（2）でいずれかに○をつけた方におうかがいします】  

（3）平成21年9月30日時点で、介護保険サービス以外の事業に携わる職員数は、法人全体の職員数のうち約何割程度  

かお答えください。（数字を記入）  

約□割程度  

介護福祉施設サービスにおける介護職員処遇改善交付金についておうかがいします  

問7．介護職員処遇改善交付金について  

（1）介護福祉施設サービスにおける介護職員処遇改善交付金の申請状況について、該当する番号に○をつけてくださ  

い。  

1 申請する（申請予定、申請中を含む）  

2 申請しない、検討中、交付金を知らない  ＞（問8へお進みください）  

【問7（り で「1」と答えた方におうかがいします】  

（2）介護職員処遇改善交付金を申請するために行った、又は行う予定の介護福祉施設サービスにおける従事者の処遇  

改善の状況について、該当する番号全三」三○をつけてください。（複数回答可）  

1 平成21年9月末までに、基本給や手当を引き上げている  

2 平成21年9月末までに、一時金を支給している  

3 今後（平成21年10月以降）、基本給や手当を引き上げる予定  

4 今後（平成21年10月以降）、二時金を支給する予定  
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介護福祉施設サービスにおける加算や職員等の状況についておうかがいします  

間8．介護福祉施設サービスにおける、平成21年9月サービスにおいて、以下の加算を算定している場合、該当する番  

号全てに○をつけてください。（複数回答可）  

5 サービス提供体制強化加算  

6 サービス提供体制強化加算  

7 サービス提供体制強化加算  

）
 
 
 
l
 
 
 
1
．
 
 

Ⅰ
 
Ⅱ
 
Ⅲ
 
 

′
し
 
 
 
ノ
し
 
 
 
 
／
■
l
ヽ
 
 

1 日常生活継続支援加算  

2 看護体制加算（Ⅰ）  

3 看護体制加算（Ⅱ）  

4 夜勤職員配置加算  

および平成21年9月30日時点の入所定員（短期入所生活介護  平成20年9月30日   問9．介護福祉施設サービスにおける、  

（ショートステイ）分は含みません）をお答えください。（右づめでそれぞれ数字を記入）  

平成21年9月30日時点の入所定員  平成20年9月30日時点の入所定員   

および平成21年9月の延べ在所者数（国保連請求額の基になって  平成20年9月   問10．介護福祉施設サービスにおける、  

いる人数。短期入所生活介護（ショートステイ）の空床利用型の延べ利用者数を含む）をお答えください。  

（右づめでそれぞれ数字を記入）  

平成21年9月（1か月）の延べ在所者数  平成20年9月（1か月）の延べ在所者数   
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問11．職員数について  

（1）介護福祉施設サービスにおける、平成20年9月30日および平成21年9月30日時点の職員数（派遣職員を含む）を  

お答えください。（それぞれ数字を記入）  

非常勤職員数  

専従   、 丁  実人員数   
常勤換算数  

換算数（小数第1位まで）   （′ト数第1位まで）  

①全職員数（施設長、  

事務職員等を含む）  
人   人   人   人   人  

（∋生活相談員数   人   人   人   人   人  

③介護職員数  人   人  人   人   人  

③のうち  

介護福祉士数  
人  人  人   人   人  

④看護職員数   人  人   人   人   人  

（9機能訓練指導  

員数  
人  人   人   人   人  

（参介護支援専門  

員数  
人  人   人   人   人  

常勤職員数  非常勤職員数  

常勤換算数  
専従  兼務   

換算数（小数第1位まで）   
実人員数  

（小数第1位まで）  

事務職員等を含む）  
人   人   人   人   人   

（∋生活相談員数  人  人  人   人   人  

（塾介護職員数  人  人  人   人  人  

（∋のうち  

介護福祉士数  
人  人  人   人   人  

④看護職員数  人   人   人   人   人  

⑤機能訓練指導  

員数  
人   人   人   人   人  

⑥介護支援専門  

員数  
人   人   人   人   人   

（2）介護福祉施設サービスにおける、平成20年9月30日および平成21年9月30日時点の派遣職員数をお答えください。  

（それぞれ数字を記入）  

平成20年9月30日時点（実人数）  平成21年9月30日時点（実人数）   

派遣職員数   人   人   
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介護老人福祉施設  

※看護職員、介護職員、生活相談員、機能訓練指導員及び介護支援専門員の方のみご記入ください。（施設長、事務職員等は除きます）  
※ 派遣職員の方は除きます。  

職種  勤続  資格の取得状況   
年数  く平  
合前勤  だ成  

し＼  し平   さ2   （て該い9   

ず  て成  ○に兼い1、事成      ’同年成  い0   0く当る月   

れ  く 2  を従務○っ該し2      そ一致2  ○年   はだす資3   

隆【粧篭旺n   戦  
． 





介護老人福祉施設  

※ 看護職員、介護職員、生活相談員、機能訓練指導員及び介護支援専門員の方のみご記入ください。（施設長、事務職員等は除きます）  
※ 派遣職員の方は除きます。  

はだす資3   
いさる格0   

∴… ∴‾！  

． 

・  

。 

■ 

．． 

＝こ・・、・ 

2 

rr   



（賞与・その他の臨時支給分）   

（つらて9  基本給   手当  て給〈ま4  

○け、い月  く分賞で月  
はて該る3  だ）与に1  

いく当凝0  
（入さ9  l   

く割年方目しれ月   Lさ9   l‾‾‾－‾‾‾‾▼‾‾‾‾－‾‾‾‾‾■‾▼‾■1  さの・支臼  
くだす穫日  てれ月  い合そ絵か   
つさるが時  だつ俸は給てた分   くた分  該当する番号に  ○計のさら   
でい番あ点  さたのそもく基と   だ手と  －   ○をつけてください  

い額方のしだ本し   
領他れ9   

も P号りに  
をは顔くさ総て  

当し  （複数回割   をのた月   
） にま兼  いをて  記臨－3   
○し務  記1／－、はいを支   記支  入時時0   
をたし  入2単時記絵  入給  し支金日  

しで価給  
て＼－／の  

2 3  考  2  

l■‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 夜   深時   
1  

生    介 看   支給分）がない場合は、0（ゼ   

導   栄  

u   

＊一時金（賞与・その他の臨時  当早  役  口）を記入してください。   

員   養  

▼【－▼▲1   

華甲  手 当  
付  

士   手  
当  

l  

■■  円  ロ  2  3  4  円   

ロ  2  3  4  5  6  7      u u ⊥  u   l！円  4   円   

2  3  4  5  6  7  円  円  円   

■  2  3  4  5  6  7  u   円  円   
円   

2  3  4  5  6  7  ⊥」     円  円  l  2  3  4  5  6  7  円   

2  3  4  5  6  7  円  ロ  2  3  4  5  6  7  円   
！   円  

2  3  4  5  6  7  円  円    2  3  4  5  6  7  円   

2  3  4  5  6  7  円  円  ロ  2  3  4  5  6  7  円   

2  3  4  5  6  7  円  円  ロ  円   

2  3  4  5  6  7  
円  

ロ   
円   

2  3  4  5  6  7  円  円   

ロ  2  3  4  5  6  7．  i  

円   円  



－■ ■－－ －・－⊂■－－－－－－－－－－－■－ －－ － －－－－一 － －一一 一一－一 一 －－● P【■ ■二】＋【－d－▲－－－一－－－【－ － ▲■■‾‾■‾▼  l  

】  
l  

l  

l  

t  

l  

l  

l  

l  

l  

1  

】  
l  

l  

I  

l  

l  

I  

t  

l  

l  

I  

l  l  

1  

l   

総務省承認 NO  27049  
承認期限 平成20年1月31日まで  

「‾‾‾号＿＿］  

平 成 19 年  
事 業 経 営 概 況 調 査   

（介護老人福祉施設由   

幸甚  
口又  介  

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事業所票）  

平成19年10月調査  

ご記入下さい  

電 話 番 号  

F A X 番 号  

回答担当者  

【介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事業所の活動の状況  

（平成19年9月末日現在）】  

1．活動中  2．休止中  3・廃止  

このまま調査票を返送し  3の場合、今回の調査に記入していただく必要は脚  ※2   

てください。  

（提出期限 平成19年10月19日）  

厚 生 労 働 省 老 健 馬   



にの調査票に記入いただきたいサービス】  

区分きわ丁いをい  

ロ 短期入所生活介護（介護予防含む）  

ロ 通所介護（介護予防含む）  

ロ 認知症対応型通所介護（介護予防含む）  

ロ 訪問介護（介護予防含む〉  

ロ 夜間対応型訪問介護  

口 訪問入浴介護（介護予防含む）  

□ 介護予防支援・居宅介護支援  

行わカて  

いをい  

※宛名ラベル記載の介護老人福祉施設・地域  

密着型介護老人福祉施設入所者生活介護事  

業所に併設されたサービスがあっても、経営  

空軍態に応じて費用区分を行っているもの  

仁ついては、今回の調査割こは記入しないで  

ください。   



第1サービス提供の状況等（施設全体の概要）  

事業所番号  

（1）施設名  

≡施設名  法人等の名称  

（2）施設の所在地  

〒□□ローロロロロ  卜（  卜（   ）  

（3）経営主体  

7社巨巨財団法人  

81～7以外  

1都道府県  4 日本赤十字社  

2市区町村  5社会福祉協議会  

3広域連合・一部事務組合  6社会福祉法人（社会福祉協議会以外）  

（4）土地の状況  

1全部自己所有または無償貸与  2 一部賃借  3 全部賃借  

（5）現有建物の状況  

2 定率法  
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（6）サービスの状況  

月  星西忘∈∃    年［］ 月 ※釜要讐讐警冨霊宝聖霊品還警芳要塞票讐と言鎧…い。  
指定年月  

年［］  月   i西暦⊂コ  

入所定員  l「「人   l   

施設基準  l三芸……≡慧芸芸‡ニ；芸；三； 

（複数回答可）   小規模介護福祉施設サービス費（Ⅰ）7 ユニット型小規模介護福祉施設サービス費（Ⅰ）  

！3       4  ′ト規模介護福祉施設サービス費（Ⅲ）8 ユニット型小規模介護福祉施設サービス費（Ⅱ）   

ユニットケア  

※■の状況  
人  人  人 人  

＿‖Ⅵ．▼＿▼＿＿＿＿1   人  人  
二L  

【届出をしている の入   ニつ．   ロ  
場合み記】   ソ  ツ   プ′  

卜   
ツ  
ト   ト  ツ ト  

要介護1   ※  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5  その他；室2   
期期   在所者数  
入入  人   人  人  人   

者  
人   二讐慧   人  

人  人   人   
丁■．－  

介介   特例利用者※3  
人  ‡   

人 人  人   

ンtけ）  

・・－ 
要介護1  要介護21要介護3    u  要介護4  要介護5  その他※2  

延六雇覇者薮  人   人   人  人  
）妙1  山 一」．＿土   

l  人  ■  人  
利で  用記  日措置入所者 ＿－」亘乱丁＿  

人  

者入  特例利用者※3  
人   人   

人   
延へ入院、外泊者数  

人  ±」＿                  d ■  人   人一                 H 【 l  人      人 ロ            人  ．  人l  人   人   
体制・加減算の状況（9月中）夜間勤務条件基準 2無   

＿＿＿＿，＿．▼＿＿＿  

定員超過利用の減算  1減算有  2 無   

職員の欠員による減算  ll麒有  2無   

ユニ■ットケア体制   い液卵  2無   

※1：ユニットケアとは、少数の居室及び当該居室に近接して設けられる共同生活室（当該居室の入居者が交流し、共同で生活を  
営むための場所をいう。）により一体的隼構成される場所によるケアをいいます。  

※2‥非該当の人であって自費でサービスを利用している人や要介護認定申請中の人を計上してください。  

※3＝市町村の措置による入所等の理由によって一時的に入所定員を超過した場合に、入所定員の5％を上限として、定員超過の  
特例として介護福祉施設サービスを利用している人を計上してください。  

厨「介護老人福祉施設のサービスの提供状況」については「地域密書型介護老人福祉施設入所者生活介護のサービスの提供状況」の後  
ろの「【共通項目】介護老人福祉施設・地域密毒型介護者人福祉施設入所者生活介護をあわせたサービスの提供状況」にも記入欄があ  
ります。記入漏れのないようこ注意ください。  
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指定年月  

入所定員   

5 経過的地域密着型介護福祉施設サーヒ～ス費（I）  ll地域密着型介護福祉施設サ肌ビス費（Ⅰ）  

2 地域密着型介護福祉施設サービス費（汀）  6 経過的地域密着型介護福祉施設サイス費用）  

3 ユニット型地域密着型介護福祉施設サイ入費（＝  7 ユニソト聖経過的地域密着型介護福祉施設サイス費（Ⅰ）  

4 ユニット型地域産着型介護福祉施設1トヒ㌧費（Ⅲ）  8 ユニソト型経過的地域密着型介護福祉施設サー「ス責（Ⅲ）  

施設基準  
（複数回答可）  

ユニットケア を ユニットの   

粟1の状況 L規模（定員）  

【届出をしている；ユニット教 場合のみ記入】l  

‾‾【一、一＝＝■「‾‾  

「こ二二二二二二二 ※ －「】  

人
一
ユ
ニ
ノ
ノ
ト
 
 

要介護1【要介護2 ミ 要介護3 1要介護4  要介護5 F  その他※2  
短使ぇ  

有粛老衰  
＿＿し9月＿塞旦⊥＿ 

旧措置入所者  

－土盛選1▼   

特例利用者※3  
＿」動急） 

期期  
人入  
所所  
生生  
活活  
介介  

十   」⊥＿＿■、一＿＿＿仝ユ｝＿■♪  人  

人  人…  人妻  
人  

人1   
人  徳・三堕ト  

要介護5 l その他※2  要介護1  ！ 要介護2 】 要介護3  要介護4  

延べ在所者数   
ゝ一一拍月＿里）．  
1 旧措置入所者   

r＿」亙喝）＿ 
特例利用者※：l  

一l－＿ 一上西＿主監し川“【 

延べ入院、外泊音数  

一、 （9月生し  

1
丁
」
 
 

■
 
■
■
 
 
 
、
 
■
－
－
－
 
 
 
1
－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■
 
人
仙
人
一
人
r
人
 
 

人
、
人
～
人
 
 

」＿   
～  

人l  人  

1減算有  2 無   

1減算有  2 無   

l減算有  2 無   

1減算有  2 無  

【夜間勤務条件基準   

】  
定員超過利用の減算  

体制・加減算の状況（9月中）  

職員の欠員による減算  

ットケア体制  

実利用者数  延べ利用者数  

配置医師による  

一  

人 
「
短
期
入
所
生
活
介
護
」
 
の
欄
に
別
掲
で
記
入
 
 

保険医療機関の   
受診状況   
（9月中）  

保険医療機関からの往診  
訪問診療  

保険医療機関への受  

食事延べ提供数 「‾；忘二妄言㌫  
1
1
1
ト
よ
ー
1
「
 
 

ー
 
｛
 
 

食事（9月中）  

ぉむつ美朋者数…［］ 人  ※9月30日24時現在の在所者について、9月中のおむつの使用者数を記入し  
てください。  

社会福祉法人等による  
軽減の状況  

1割負担軽減実施の有無  1軽減有  2 虫珪  

居住費・食費軽減実施の有無  1軽減有  2 窪  

ユニットケアとは、少数の居室及び当該居室に近接して設けられる共同生活室（当該居室の入居者が交流し、共同で生活を  
営むための場所をいう。）により｝体的に構成される場所によるケアをいいます。  

※1  

※2：非旨亥当の人であって自費でサービスを利用している人や要介護認定申請中の人を計上してください。  

※3：市町村の措置による入所等の理由によって一時的に入所定員を超過した場合に、入所定員の5％を上限として、定員超過の  
特例として介護福祉施設サーービスを利用している人を計上してください。  
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ットケアとは、少数の居室及び当該居室に近接して設けられる共同生活窒（当該居室の入居者が交流し、共同で生活を  ※1：ユ  

営むための場所をいう。）により一体的に構成される場所によるケアをいいます。  

※2：非該当の人であって自費でサービスを利用している人や要介護認定申請中の人を計上してください。  

厨「介護予防短期入所生活介護のサービスの提供状況」については「短期入所生活介護のサービスの提供状況」の後ろの「〔共通項  
目〕介護予防短期入所生活介護・短期入所生活介護をあわせたサービスの提供状況」にも記入欄があります。記入漏れのないようこ注  
意ください。  

5  

J▼   



※1＝ユニットケアとは、少数の居室及び当該居室に近接して設けられる共同生活室（当該居室の入居者が交流し、共同で生活を  
営むための場所をいう。）により一体的に構成される場所によるケアをいいます。  

※2：非該当の人であって自費でサービスを利用している人や要介護認定申請中の人を計上してください。  

6   



膠「介護予防適所介護のサービスの提供状況」については「適所介護のサービスの提供状況」の後ろの「【共通項目】∩譲予防通所介  
護・適所∩護をあわせたサービスの提供状況」にも記入欄があります。記入漏れのないようご注意ください。  

※1：提供時間帯及び実施場所が同一である適所介護を1単位としてください。  

※2：非該当の人であって自費でサービスを利用している人や要介護認定申請中の人を計上してください。  
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桝
う
㌻
j
 
 

l ［  箇所  通
常
規
模
型
 
 

事業所の箇所数  

」   一＿▼  』  ▼＿  
：■∴・  

－一▲一ノーーW・   単位※■別利用定員  

単位※】別開催日数  

要介護2】要介護3：要介護4 t 要介護5lその他；く2  要介護】  経過的要介護  

＿⊥   人
【
 
 

人
㌔
人
【
人
山
人
 
 

実利用者数（9月中）  

2時間以上  

旦里妻屈▼塞施， 3時間以上 」一旦堕鼠去濾＿  
4時間以上  

人1  人  ⊥
【
．
T
 
 
 皇軍≡冨芸芸  

（9月中）  

人 人  
6時間未†  
6時間以上  

「莞雷語  

ノしi  

⊥＿   1  
人 人   

人与  人   

人 人  

人【  人  
ニー  

9時間以上  
10時間未満  

人i  人  人l  人  

コ
 
 

箇所  事業所の箇所数  

通 r【＋一＋仙【  
所：利用定員（9月中）  

［］ 人  

［］ 日  開催日数（9月中）  
l  

＋  

※非該当の人であって自費でサービスを利用している人や要介護認定申請中の人  

を含めて計上してください。  
」■－             －－ －′一・－         －▼一■－一一【                         「                ‾【‾ ■，■  

※非該当の人であって自費でサいビスを利用している人や要介護認定申請中の人  

を含めて計上してください。  

箪竺⊥」上≡1ぐ  
サービス延べ利用者数  

rq日中1  

定員超過利用の減算  

職員の欠員による減算  

［］ 人  

体
制
・
加
減
算
の
状
況
（
9
月
中
）
 
 

1減算有  2 無  

1減算有  2 無  

1減算有  2 無  1  大規模事業所  

個別機能訓練体制  2 無  

時  □時間  加算対象となった  
の合計  

▼」  

1理字療法士  3 言語聴覚士   5 柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師  

2 作業療法士  4 看護職員  

機能訓練指導員の職種   
（該当する番号すべてに  

L⊥＿【一＿ヱ  

若年性認知症ケア体制  

1      1  1     1  l  」  

通常の事業実施地域以外の  延べ利用者数（9月中）  
利用 

馴 」  
食事延べ提供数（9月中  

※1人に対して片道の送迎を行った場合を1回と   

敢えてください。  

※1人に対して片道の送迎を行った場合を1回と   

数えてください。  

送迎延べ実施回数  

送迎の状況（9月中）  
通常の事業実施地域以外の送迎   延べ実施回数（再掲）  

日吉裏窓変吾吾軒妄丁∈∃1  
※通常の適所介護に要する時間を超えてサー」ごスを提供した場合に、   
利用者の選定に係るものの費用を徴収した延べ利用者数を記入してください。  

社会福祉法人等による  
軽減の状況  

1軽減有  2 臨  

［＝コ％  2無  1割引有 一 介譲給付費の割引率  介護給付費の割引実施の有無  

である適所介護を1単位としてください。  ※1二提供時間帯及び実施場所が同  

※2＝非該当の人であって自費でサービスを利用している人や要介護認定申請中の人を計上してくださいロ  

8   



l  

l   l  ‖    l  

l，事業所の箇所数■  
≡＝・＝；蔓   ①  

人i   
『 人弓  ③  

－－‾‾】】－‾‾‾‾‾‖  
人   

川‾‾」‾－▼←▼‾■▲肌■■■…  

目   日≡  

盲単竜」惣竺コ  百  
日  

要支援1   要支援2   
その他※2   

l「‾‾‾【■－【  
葡肩書薮  

人   人   人  

‘  
人   人 人  

人≡   人   人  

人事   人≡   人  

人「  人  
（9月中）  

9時鼠走邁  
人i   人   

．  す蒔間以上  
主旦壁間丘凰  

人弓   ll 人   人  

■一 

人L   ③  

人②  
人   

日   日華  ③  日  

要支援1   要支援2   
】  その他※2   

人   
人   人  

人   
人l   人  

人   l  
人i   人  

人  ト  人！   人  

l  

人  
‾－   人   

人  

（9月中）  

＝∃   
人！  人  

人   人  【  
人   

□寸十  iを貰  
ト 人  ②  人  

①  日   
人  ③                      日  1③  

日  

要支援1   要支援2   その他※2   

人   人   
人  

慧芸芸諾 ‖ l＿‖也且史L＿ u 」土  
人  人  

毒  
時間区分別  人   

人  

サービス延≡4時間以上  
人  …諾冨崇志          人             べ完誓欝憑際         人．1   人l  人  人   

8時間以上  
毒9時間未満   

人 人   L  人   

「盲画商政二F  

i10晴間未満  
※1：提供時間帯及び実施場所が同一である通所介護を1単位としてください占  
※2：非該当の人であって自費でサービスを利用している人や要介護認定申請中の人を計上してください。  
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厚「ブ†護予防認知症対応型適所介護のサービスの提供状況」については「認知症対応型適所∩護のサービスの提供状況」の後ろの  
「［共通項日】介護予防認知症対応型適所∩護・認知症対応型適所∩護をあわせたサービスの提供状況」にも記入欄があります。記入  

漏れのないようこ注意ください。  

※2：非該当の人であって自費でサービスを利用している人や要介護認定申請中の人を計上してください。  
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事業所の箇所数  

①  
メ  

日  

単位‡引別利用定員  

単位※l別開催日数  

月＿中〕．   

摩過的要介護i要介護1l要介護2  要介護3 盲 要介護4l要介護5 ミ その他；害2  

共
用
型
 
 

実利用者数  
帆＿＿＿＿  
；2時間以上  

人l   人毛  
人  人l  人  人…  人  

人 人  

人  人   

人 人  

人‡  人  
！ 
．．、 人 人  
、こ．！：．∵争、－－  

－ 
・ 

二÷ニー・二  
人；  人  

址＿¶【＿＿．＿人」＿【，」  
人 人  

琴L  
定員超過利用の減算l減算有 2無  

・－    こ ▲ ‾            ‾一‾ ■‾‾■■  

1 職員の欠員による減算；1減算有  2 無  加
減
算
の
状
況
（
9
月
中
）
 
 

＿＿．＿＿，．．，．．．．．．＿＿＿▼＿⊥＿．＿、＿＿▼＿  

個別機能訓練体制  

加算対象となった時間i  
の合計  －  

1理学療法士  3 言語聴覚士  5 柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師  

2 作業療法士  4 看護職員  

機能訓練指導員の職種   
（該当する番号すべてに  

○）  

通常の事業実施地域以外の  
利用者  

延べ利用者数（9月中）  

［ニコ食  食事延べ提供数（9月中）  

※1人に対して片道の送迎を行った場合を1回と   
敢えてください。  

一送迎延べ実施回数  

送迎の状況  
（9月中）  「忘嘉古壷業実施地域以外の送迎  ※1人に対して片道の送迎を行った場合を1回と   

数えてください。  回数（再掲）  」」竺要撃   

※通常の認知症対応型通所介護に要する時間を超えてサービスを提供した場合に、  

⊂コ人   
時間超過分の費用を徴収した   
延べ利用者数（9月中）  利用者の選定に係るものの費用を徴収した延べ利用者数を記入してください8  

社会福祉法人等による  
軽減の状況  

弓 実施の有無   
l  

1軽減有  2 無  

介護給付費の割引率：＝］％  2無  1割引有 →  介護給付費の割引実施の有無  

ださい。  護 を1単位としてく   である適所介  び実施場所が同一  ：提供時間帯及  ※1   

※2：非該当の人であって自費でサービスを利用している人や要介護認定申請中の人を計上してください。  

11  
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厚「介護予防訪問介護のサービスの提供状況」については「訪問ハ護のサービスの提供状況」の後ろの「【共通項目】∩護予防訪問∩  
護・訪問ハ護をあわせたサービスの提供状況」にも記入欄があります。記入漏れのないようこ注意ください。  
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類型別・時間区分別延べ訪問回数 

→算定回数二延べ 

→算定回数‥延べ［］ 回 2無  

（サテライト事業所） 
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事業所基準  

、－・ ＼  産前還元打盲ラ憎1i要介護2  要介護3 ミ 要介護4   その他※－  

実利用者数（9月中）  
人l  

人   人  人  人   人  

回合計  回   
回j   回  回   

≡うち定期巡回   回   

月  うち3級訪問介護  
中  

回 
＿【 鼻炎塞臥＿一＿   

回皇  うち随時訪問  回  

うち3級訪問介護   

回一   
回   回   可  可          数【‾ ㌃  ‾‾‾【「妄「冊可    回！ 回1 回 u  巴          「駐』二  ・  叫   回   回           回   l  回  i司  

▼▼貞む真昼＿㌦  

2塩  
志福定法人等誓竺⊥  

％  2無   
護給付費の割引実施の有無il割引有→介護給付費の割引率二  
‾rTつ巨該当の人であって自費でサービスを利用している人や要介護認定申請中の人を計上してください。   
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※介護保険法の施行前から当該事業を実施している   
場合には、当該事業の開始年月を記入してください。  事業開始年月  

指定年月   

要支援1  一  要支援2  

実利用音数（9月中）   

うち新規の実利用者数 「－－汚壷讃親善藷た  

l 委託している実利用音数 l    （9月中）  ［］ 人  

西暦⊂コ年□月  指定年月  

1居宅介護支援費（Ⅰ） 2 居宅介護支援費（Ⅲ） 3 居宅介護支援費（Ⅲ）  事業所基準  

3  主 要介護4  要介護51その他※l  要介護11要介護2 ≡ 要介護  経過的要介護  

実利用者数（9月中）   

うち新規の実利用者数  
日月＿空し＿．＿＿＿．＿＿   

うち介言婆干防支穏事業所から  
受託している実利用者救  

（9月中）  

人i  人l  人   

人l  人l  人  

□人  
50／100）  運営基準減算  

－   ‾‾  

忘盲表蒜蒜蒜蒜妄i蒜妄†完石打T㌫言古  要介護3！要介護4   要介護5  

人l  人  

⊂コ件  
要介護認定調査の受託件数  

（9月中）  
＿＿＿＿⊥二  

［二ニコ件  
住宅改修理由書の作成件数  

（9月中）   

サービス担当者会議の  

開催回数と  

対象要介護者・要支援者数潔2  

（9月中）   

人数を記入してください  らなかった利用者の  受けたが給付管理に至  ′▼  l⊂■‾′／′  ／．＼⊥．し．〉／lし：ユl、‾  
※2：サービス担当者会議とは、あらかじめ日時、場所等を決めて、各種サービス担当者等を招集して行う会議を指します。   
朝礼・引継ぎなど、利用者のレビューを行うものは含めないでください。  
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貫之 居室D設備等の状況  

i 建築延べ面積  
＿＿＿＿＿．」  

一▲■＋－一■－一・－一■一  一・－・－▲一一   －－   

べ        ▲ 2 介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（空床利用の短期入所生活介護（介護予防含む）を含む）  
認知症対応型適所介護（介護予防含む）の各施設・設備に係る延床面積  適所介護（介譲予防含む）  

】  
延べ床面積（1丁子）  

入所∵適所   
共用部分※】  

■   
〔高三三㌃う  ≡‖ ‾▼l遠土石†こ十  

芸・l■・   ご巨活プ （介烹堕千l茎J （川 

H  ・設   

ーユ隆〔一＿＿  n  室  
_j 

重   1  

彗  
；i②4人茎 H 竜賢二   

‖   

円  冬 
至  

外一一－  
∵／∴／  

i ＝ニ山▲一・－一・ 弓⑦浴室  

トーr】・一   

‖ ⊆⑧医務室  ン   
1：専用室  

⑨食堂   li  2二他の目的妄と   
1：専用室  

2：他の目的室と  兼用  

室三   重  

重i  喜  l  

一靂二二 ‡1⑪2人室               室  

3 適所介護（介  
‾一，，「  

「恵 対応型   

ポt   

※1ニ入所部分、適所部分の利用者が共用   してし、   

介護老人 弓  
福祉施設  

認知症封に聖  豆！ロl入所生活介喜隻  

（介Ⅷ干院含む）   

地域老若型  
介謂老人福祉施設  
入所者生活介芝垣  

唾所介沌  
（介三－∈子l；月含む）  （介諾票諾む，て（高森  

L
t
「
．
 
 
 

m
一
2
m
 
 

T
当
訂
 
 

m
2
m
 
 

Ⅰ五  ポー  ポ   

ポ  Ⅰポ■  雨  
l   

Ⅰ¶  1Ti   

‖「  11f  ilf  

J：さ  ITJ  †1】  

nl】  lTl  

‘1「‾1  
一  

ニ⇒一一一ノ、－ 」 ⊥一一一一  

戸   

介護予防支援  
居宅介護支援  

訪問入浴介護  
（介護予防含む）  

（詳細は記入要領を参照して  、る諸室の延べ床面積を再掲してください。  

ください。）  

※2：ユニットケアとは、居室をいくつかのグループに分け、少数の居室と食堂や談話スペース（居宅での居間に相当  
する）等によって一体的に構成された居室環境（ユニット）によるケアをいいますロ  

※3ニ⑨食堂と⑩機能訓練室が共用の場合、噂）食堂に記入し⑩機能訓練室の面積は記入しないでください0   

食堂記入例二160汀デの食堂のうち、100rポは入所専用、40品は適所専用、20ポは入所と通所で共用しているロ  

○入所部分 →120n了  
＝入所専用（100）＋共用（20）   

○適所部分 → 60r言  
＝適所専用（40）－ト共用（20） 

○共用部分 → 20r淫  
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第3 職員配置（その1）  

※複数の職種に従事している場合は、主として従事している戦種のいずれか1つに分類して記入して   
ください。  

※介護支援専門員として従事している者は、ト20のいずれかに分類して記入してください0  
※主として従事している職種を決めがたい場合は、ト20の数字の若い順で優先して記入してください0  
※「全体」には、介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護と一体的に   
経営・会計を行っている、市区町村からの委託事業等の職員を含めて記入してください。   
（その場合には「全体」と各事業の合計は一致しません。）  

職員配置 （平成19年9月1日現在）  

人  人  人i  人  

1介護老人福祉施設の管理者  

2地域密着型介護老人福祉蕗疫 ▼      人l  人   人  人！ 一」＿】＿                    拍  

3 その他介護保険事業の管理者  
句  

4 医師   」」       入所者生活介護の管理者                                                     l     ‖           l l   ＿⊥   

5 看護師  

6 准看譲師  ll  
7介護福祉士  

H H      n   ‖ 11  
8その他の介言葉職員  ⊥】＿．l  
9≡理学療法士  

10作業療法士  

11言語聴覚士  
l  l  

l 1                                 l   n  【  
12 柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師  

13 生活相談員（社会福祉士）   
u  

14 その他の生活相談員  ⊥．   

15 福祉用具専門相談員  

16管理栄養士  
H  l  

17その他の栄養士  
⊥  

18 調理員   
；⊥  

19 事務職員  
＿  」  

20 その他  

合  計  

うちサービス提供責任者（再掲）   
． l  

l換算数の計算式】  

職員の1週間の勤務時間  
施設が定めている1週間の勤務時間   

く※1ケ月に数回の勤務である場合〉  

※職員の勤務時間は実態に応じて、算出してください。   
管理者等の職種で、事業別に従事した時間を把握することが   
困難である場合には、おおよその時間によって算出してください。  

職員の1ケ月の勤務時間  
施設が定めている1週間の勤務時間×4（週）  

上記計算式によって得られた数値を、小数点以下第2位を四捨五入して、′ト数点第1位まで計上してください。  
得られた結果が0．1に満たない場合は、「0＿1」と計上してください。  

1了   



第3 職員配置（その≧）  

※複数の鄭重に従事している場合は、主として従事している職種のいずれか1つに分類して記入して  
ください。  
※介護支援専門員として従事している者は、ト20のいずれかに分類して記入してください0  
※主として従事している職種を決めがたい場合は、1～20の数字の若い順で優先して記入してください。  

若 塁．【炉喜  

非常勤者  職員配置 （平成19年9月1日現在）   ，勤者  常勤者 】  

専従   兼務  兼  

函哀哀  専従も L‾▼‾′‾ 】換算数  画房函  

人   人  人人l人  人軍人   

1介護老人福祉施設の管理者  人  
l  

入所者生活介護の管理者  
2地域密着型介護老人福祉施設  3その他介護保険事業の管理者  

u 」  

4医師  二⊂†二  
5看護師   

▲■【一門一一－－■一一－一■－一■▲－－－■－－【－■一－‾■r  

【   
t  

7介護福祉士  
6准看講師   

8その他の介護職員  
一十」 i    n 」爪▼ 1      1  

円  

9 理学療法士  
】   日        】 H 」【一．     u 】           1   

10 作業療法士  L       n l    一トー∴ニ   
l  l  

11言語聴覚士  
L   L  

12柔道整復師・あん摩マッサ←ジ指圧師  
J  

13生活相談員（社会福祉士）  

14 その他の生活相談員  

15†畠祉用具専門相談員  
L＿【＿  

16 管理業養士  均  

17 その他の栄養士  

L  

18 調理員  
】  

19 事務職員  L二  担  

▼  
20 その他  仁  L  

合  計  
l i   u l   

うちサ…ビス提供責任者（再掲）  

【換算数の計算式】  

砺音頭  

く※1ケ月に数回の勤務である場合〉  

※職員の勤務時間は実態に応じて、算出してください。   
管理者等の職種で、事業別に従事した時間を把握することが   
困難である場合には、おおよその時間によって算出してくださいロ  

の1ケ月の勤務時間  職員   
4（週）  る1週間の勤務時間×  施設が定めてし  

上記計算式によって得られた数値を、小数点以下第2位を四捨五入して、小数点第l位まで計上してください0  
得られた結果が0．1に満たない場合は、「0・1」と計上してください0  
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第3 職員配置（その3）  

※複数の職種に従事している場合は、主として従事している鄭重のいずれか1つに分類して記入して   
ください。  
※介護支援専門員として従事している者は、ト20のいずれかに分類して記入してください0  
※主として従事している職種を決めがたい場合は、ト20の数字の若い順で優先して記入してください0  

●＝  

暇員配置（平成19年9月1日現在）  常勤者   】    非常勤者   常勤者  i 非常勤       者  

専従  兼笥豪  換算数   専従 l  
人   人     人  

1介護老人福祉施設の管理者  ⊥  人  
人  人  人  人  

2地域密着型介護老人福祉施設  

入所者生活介護の管理者  L・                n u  

3 その他介護保険事業の管理者  

4 医師  

5看護師  

6准看護師  

7 介護福祉士  

8 その他の介護職員  n u ‡   皇 」                      i n 旺                 ‾i‾‾‾ ‖             l 円 u 国 n l 、   ．1               蘭                                H ‖ ∴ ＋＋＋＋  
9 理学療法士  

10 作業療法士  
n  

l  

11言語聴覚士  

12 柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師  
u  

t l  

13 生活相談員（社会福祉士）  

14 その他の生活相談員  l  

■，■「▼一▼－－一－－－・【－一一一一一－▼一一－－一一■・・・，－－－“－・－一一一一▲▲一一－－－・■■■一一▲一一－一一－  

15福祉用具専門相談員  l   l  
‾T  n u                    l ロ                        u u h u        円        l   1                 l 】 n       凹             H     口              u l                     n           l l            u          l  

16管理栄養士  t  1 / 
⊥  

17その他の栄養士  

18 調理員  t ‖ u   ・＿⊥－…．∴ 師                     l          n l＿⊥         】  l毒 ．             l － ⊥＿＿＿二＿  
19 事務職員  

「   n l 
．  

20 その他   
篭  1  

l竜 ll      1  l ⊥▼⊥＿＿＿ n ‖  
l  

合  計   
1  l  u n u  l l  l  

ロ u  

うちサービス提供責任者（再掲）  

【換算数の計算式】  

砺元細  

く※1ケ月に数回の勤務である場合〉  

※職員の勤務時間は実態に応じて、算出してください。   
管理者等の職種で、事業別に従事した時間を把握することが   
困難である場合には、おおよその時間によって算出してください。  

の1ケ月の勤務時間  職員   
て いる1週間の勤務時間×4（週）  施設が定め  

上記計算式によって得られた数値を、′ト数点以下第2位を匹捨五入して、′」、数点第1位まで計上してください0  
得られた結果が0．1に満たない場合は、「0・1」と計上してください。  

19  
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第3 職員配置（その4）  
※複数の職種に従事している場合は、主として従事している鄭重のいずれか1つに分類して記入して   

ください。  
※介護支援専門員として従事してし、る者は、ト2Gのし、ずれかに分類して記入してください0  

※主として従事している職種を決めがたい場合は、ト20の数字の若い順で優先して記入してください0  

職員配置 （平成19年9月1日現在）   n 竺一」   
専従    嘉   

恒産義  ‡ 匝斎姦  ．  

人   人≒ 人里  人！    人   1介護老人福祉施設の管理者  巴  

2地域密着型介護老人福祉施設  丁  

入所者生活介護の管理者  「  
u n  

3その他介護保険事業の管理者  

肝一冊一 l   

人  人l人                                ‖ l                】 u  

4 医師  

ll  ‖  

6 准看講師  
l  

5 看護師  毒・ 【⊥一一．二」＿■．，．＿一i．＿．＿＿＿【二＿  
l  

7 介護福祉士   」1  
8 その他の介護職員   型    n       ‾‾【▼－■†‾「▼    n    弓 型  

【  
9 埋草療法士   

盲 「i，⊥  
l  

10作業療法士  抗 u      【  t 「「  
11言語聴覚士  

12 柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師   「 皇．il  
】     L  

【 ll  

13生活相談員（社会福祉士）  

■一■【■－－－，・一■■▲■－■－－■－－－■－一一・－・－【一－－一▲▲  

14その他の生活相談員   弓 竜    n  1 L   ‖  

】  

15 福祉用具専門相談員   
丁 

18調理員  

19事務職員  
工エ 

20 その他  』 【            n  川  u ⊥             聯   【      l l  

合計  
トl  皇．仁 」   

うちサービス提供責任者（再掲）  巨竜  

【換算数の計算式】  

※職員の勤務時間は実態に応じて、算出してください。   
管理者等の職種で、事業別に従事した時間を把握することが   
困難である場合には、おおよその時間によって算出してください。  

員 の1週間の勤務時間  職   
週 問の勤務時間  施設が定めている1   

く※1ケ月に数回の勤務である場合〉  

員 の1ケ月の勤務時間  職   
× 4（遇）  いる1週間の勤務時間  施設が定めて  

上記計算式によって得られた数値を、小数点以下第2位を四捨五入して、小数点第1位まで計上してください0  
得られた結果が0－1に満たない場合は＼「0・1」と計上してください0  
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第3 職員配置（その5）  
※複数の職種に従事している場合は、主として従事してし、る職種のいずれか1つに分類して記入して   
ください。  
※介護支援専門員として従事している者は、ト20のいずれかに分類して記入してください0  

※主として従事している職種を決めがたい場合は、ト20の数字の若い順で優先して記入してください0  

職員配置 （平成19年9月1日現在）  

人   

1介護老人福祉施設の管理者  

2 地域密着型介護老人福祉施設   

号 の碧              入E    プ ロ  呂  

3その他介護保険事業の管理者   
一，■－，■－－－■－－－－・▲一一■・■・・－－－－一一▼一一一－－－－■－－－▼一－－一▲  

4医師  

5 看護師  

6 准看講師  

8 その他の介護職員  

10 作業療法士  
■－一一－，一－－一一一－一■一ノーーー▲一▲－－一－－－－－一一■－－▲▲1－r一▼一  

11言語聴覚士  

12 柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師  

13 生活相談員（社会福祉士）  

14 その他の生活相談員  

15 福祉用目専門相談員  

16 管理栄養士  

17 その他の栄養士  

18 調≡哩員  

19事務職員  

20その他  

合  計   

ぅちサービス提供責任者（再掲）  

【換算数の計算式】  

蔽雨  

く※1ケ月に数回の勤務である場合〉  

※職員の勤務時間は実態に応じて、算出してください。   
管理者等の職種で、事業別に従事した時間を把握することが   
困難である場合には、おおよその時間によって算出してください。  

宿所週）  
上記計算式によって得られた数値を、小数点以下第2位を四捨五入して、小数点第1位まで計上してください0  
得られた結果が0．1に満たない場合は、「0・1」と計上してください0  
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第4  給  与（その1；施設全体の給与）  

※複数の職種に従事している場合は、主として従事している職種のいずれか1つに分話して記入してくださいロ  
※介護支援専門員として従事している者は、ト20のいずれかに分類して記入してください0  
、り⊥．．イ疋▼粛．す‥7鮎吐享烹土抽〃＼ヰべ1L■、†旦冬什1～り∩爪劫二王爪婁川順で極貧！ノて記入してください。 ／■＼ ノl口又＿へJノLTJI J7く ヽ－ 〉  、l’、‾ ■  ▼    、 ※主として従事してしる鄭重を決めがたい場合は、1～20の数字の若い順で優先して記入して  

平成19年9月分  

常  勤   勤  
！   非 常  

職  種  才  皇軍 ■ 
給  

百万  。   

1介護老人福祉施設の管理者  
．l  

■’  

フ地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の管理者  ll  「  
H                                              ‖      n  

。… 百万 

l  

3その他介護保険事業の管理者  
一▲▲■】▼一一－■■－一■■－一一－▲一－一－、一，－”肝▼  」l  i  

d 1l     1 u n  
4医師  l  L  

5看護師  
【－一一一一－、■－一、・－一一肝一－一・－－川－－－∬，－一  

6准看護師  :::: q  

垂  
7介護福祉士  

” i M    L ‖ n  

8その他の介護職員  

9理学療法士  

＿⊥】、＿  

11言語聴覚士  ■【肝一一一－－－■－一‥一一■－一椚－一－－－一－－，‾ 10作業療法士   
12柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師  
一】′一－▲－－一”〝一－－一－－一－一＝－・一一一r‘▲h「 

13生活相談員（社会福祉士）  川    鞄  

14その他の生活相談員  

15福祉用具専門相談員  
▼r■「一一■一一－▼一－－－－－一一■▼一■■■－■一－－一一■一一－－▼－－㌦  

16哲理栄養士  1  ▼■■－一・一一－一▲－′，・一r－・一－－一－一一一¶一一－一一，  
17その他の栄養士  

18調理員  ▼－－－－▲一▲■▼－■－－－〝劇一，－一一▼一，－肝一－「‾  
19事務職員  

20その他  ■  
u  

21役員  u 阿   垣     ▼＿‥」一－                    ∴1．【          ＿一L⊥＿，  l  

腰事■監事で上記卜20の軋脚一従事している者をl措く）  

①こ n  i －  ＝  i    ②l  l  

通勤手当（再掲）  合 計  l                                                            皇l百    万【＝      千！     ㌻  円   

看護・介護職員に係る夜勤手当（再掲）  

．
 
 
」
 
 
 
」
 
 

掛け金額  
（平成18年度実績の1／12）  

掛け金額  
（平成18年度実績の1／12）  

退職給与引当金  
（平成18年度実績の1／12）  

1 社会福祉施設退職手当等   
職員共済に加入  

2 その他共済制度に加入   

3 退職給与引当金繰入の   

退隠給与引当金の実  
施、退職金に関わる共  

済等への加入  
（該当する数字を○て囲んて  

くたさい。）  

実施  
その他  4

 
 → 退職金   （平成18年度実績の1／12）  

22   



第4  給  与（その2；介護支援専門員等の給与）  

※給与（その1）1～20（前ページ）のうち、介護支援専門員として従事している者（他の業務を兼務   
している場合も含む）については、再掲で22、23または24に人員・給料を記入してください。  
※勤務時間をもとに、主として従事している状況で22、23または24のどれかに分類して記入してください。  

平成19年9月分  

（前ページより再掲してください）  

票「  給  料  
職  種  

人i  百万    千  実人 声  換算 人員  給   料             円       人  人  百万     干     円  
介護予防含む）に介護支援専門員として従  j j 

介護者人福祉施設または短期入所生活介護 介言等晋専篭22（   事  
‾‾ 
「地域密着型介護者人福祉施設入所者生活介  山 ＿ 山 n      ．＿j【＿】 】  l23言萎または短期入所生活介護（介護予防含む）  】 ‖ T l  n 什 口                   l  

l   に介護支援専門員として従事  ‡   

n  

i 

（再掲）‡24芝謹呈 n l u  丁†←     li 汀  

※給与（その1）5～8（前ページ）の看護職員・介護職員について、再掲で、事業別に人員・給料を   
記入してください。  

※複数の事業を兼務している場合は、勤務時間をもとに、主として従事している事業で、いずれかに   

分類して記入してください。  
※主として従事している事業を決めがたい場合は、番号の若い順で優先して記入してください。  

平成19年9月分  

（前ページより再掲してください）  常  勤  
‾▲‾‘‾‾▼‾ ⊥   非 常 勤   

看斬！25芙嘉宣言芽護濡た誌誓期  担  

主としてその他の事業に従事  

主として地域密着型介言萎老人福祉施設入所  

予防含む）に従事  

期  

主として地域密着型介護者人福祉施設入所  

予防含む）に従事  

主としてそわ従事  

40主としてその他の事業に従事  

23  
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第5  収支（その1；事業活動収入）  
※介護老人福祉施針地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護及びそれと一体的に経営E会計を  

行っているサ】ビスについてご記入ください。  
平成19年9月分  

金  額  
千  円   

1介護福祉施設介護料収入  

「－ビス費  

ご、ス費  

祉  

（1）介護報酬収入  

ーア 介護福祉施設♯←ビス費  

旧措置入所者介護福祉施設  サービス費  イ   

ウ ユニット型介護福祉施設サービス費  

Lェ ユニット型旧措置入所者介護福祉施設  

身体拘束廃止未実施減算  

カ 重度化対応加算  

キ 準ユニットケア加算  

ク 個別機能訓練加算  

ケ 常勤医師配置加算  

コ 精神科医療養指導加算  

サ 障害者生活支援体制加算  

シ 入院または外泊時費用  

ス 初期加算  

セ 退所前後訪問相談援助加算  

ソ 退所時相談援助加算  

夕 退所前連携加算  

チ 管理栄養士配置加算  

ツ 栄養士配置加算  
1
事
業
活
動
収
入
 
 

テ 栄養マネジメント加算  

経口移行加算  ト
 
 
 ナ 経口維持加算（Ⅰ）  

こ 経口維持加算（Ⅱ）  

療養食加算  ヌ  

ネ 看取り介護加算（Ⅰ）  

ノ 看取り介護加算（Ⅲ）  

レ＼在宅復帰支援機能加算  

≒ヒ 在宅・入所相互利用加算  
■  

▲  － 

さい。  
（2）利用者負担金収入  

（3）利用者負担軽減分  

2地域密着型介護福祉施設介護料収入  

（1）介護報酬収入  

ア 地域密着型介護福祉施設サービス費  

イ ユニット型地域密着型介護福祉施設  

経過的地域密着型介護福祉施設サ  

着型介護福  工 ユニット型経過的地域密  

オ身体拘束廃止未実施減算  

カ 重度化対応加算  

キ 準ユニットケア加算  

ク 個別機能訓練加算  

ケ 常勤医師配置加算  

コ 精神科医療養指導加算  

サ障害者生活支援体制加算  

≒シ入院または外泊時費用  

ト 1ス 初期加算  

所時前後訪問相談援助加算  

退所時相談援助加算  

退所前連携加算  

管理栄養士配置加算  

栄養士配置加算  

栄養マネジメント加算  



平成19年9月分  

‾‾  

ー ‾【   



平成19年9月分  

■】一‾  

、  

＿   

夜間対応型訪問介護費（Ⅲ）  



ア 居宅介護支援費   
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平成19年9月分  

特定入所者介護予防サービス費分  

（3）居宅介護サ  ービス利用料収入  

ア 介護予防短期入所生活介護   

厄‾蚕盲【「、一】‾‾ul、、   
至②滞在費  
l    ．、＿▼▼＿      ＿ ＿．＿  

（再掲）①食費・②滞在費のうち  

A弓 弓  ③三荒譜窒琵姦墓誌志孟墓宝讐警要覧諾芸墓チ要望讐墓誌スに係  
u n r  

円 ④特別な居室料  
」  n H 担    n  

n 】    円  ⑥ 通常実施地域を超える送迎費   

⑦ 理美容代   ∫  i         芦         ．⊂     ll  
⑧ その他日常生活に必要となる費用のうち日常生活品費   

▼．＿＿ 璽 ” ”  
⑨その他日常生活に必要となる費用のうち教養娯楽費  ⑤ 特別な食事料  u  弓  

短期入所生活介護  

－－¶一一一∬－一・－・－・・－－－－一－－  巨悪  
i（再掲）（D食費・（D滞在費のうち特定入所者介護サーービス費分  

】  
③三荒諾聖霊会墓誌志孟墓墓警警書芸諾詣チ要望讐墓誌スに係  －▼ 
桓二重垂垂「 

‾‾「 

険サービスに係   

Ⅰ
事
業
活
動
収
入
（
続
き
）
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第5 収支（その2－A：事業活動支出総括（指導指針））  
指定介護老人福祉施設等会計処理等取扱指導指針に基づいた勘定科目でご記Åください  

会福祉法人会計基準に基づいて会 
総括（社会福祉法人会計基華））にご記入ください。  

第5収支（その2－B；事業活動支出  

目   金  額  
百万  

結  千         円   

＝   
（人件費は、「第4   

くたさい。）  
1 人件費 ※1  

以外は、平成18年度（平成18年）実績の1／12を記入  （1）直接介護支出禦禦禦 1  
してください。）※  

ア；拾・食材料費  

旦貢華甲旦軍 
」＿＿＿  

】り 教養娯楽費   

1エ 医薬品費  
トー¶椚 －  

】オ日年季琴  

「嘉1疲服費 l  

百■一議誌器具備品費  

ク 保健衛生費  

サ 車輌費  

…コ光熱水費  

燃料費  

本人支給金  

i（2）】般管理支出（≠成ほ圧度（二1′】】…椚某蒜㌫の…2を記入してくださいっ）※2  

ア 福利惇生費  

イ 旅費交通費  

ウ 研修  

エ 通信運搬費  

オ 事務消寿毛品費  Ⅲ
事
業
活
動
支
出
 
 

カ 印刷製  

キ 広報費  

ク 会議費  

ケ 修繕費  

保守料  

賃借料  

び建物付属設備  

巨麺？童画二  
保険料  シ′  

火災保険料  

自動車保険料（自動車損害賠償責任保険料含む）  

その他の保険料  

ス 渉外費  

七 諸会費  

ソ 租税公課  

タ 委託費（年間委託の場合は、契約全額の1／12の額を記入してください。）  

匝垂：二＝＝  
担些要撃鞋 

一【  
廃具頸洗濯・賃貸委託費  
L＋ 】  ＿＿，．．  

】 一    ＿ 廃棄物処理委託費  

▼
．
≡
 
 
■
．
．
－
一
」
 
 

■
 
 

委託費  

の他の委託費  

※1：退職給与引当金は「5 引当金繰入」ではなく、「1人件費」に含めて記入してください。  
※2・事業開始から1年に満たない場合には、事業開始からの経過月数に応じて1ケ月分を算出してください。  
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平成i9年9月分  
科  目  l  金  額  

百万  千  円   

‡  

3 減価償却費 （平成18年度（平成柑年）実績の1ハ2を記入してください。）※2  

「‾‾  ”  

Ⅲ  蚤イ 車両船舶設備減価償却費  トア建物及び建物付属設備減価償却費 円         円        L ⊥  
早  
業   ！り特殊浴槽減価償却費 L  

活  拝 その他の減価償却費  

勤   き  
支  

一‾」▲’■’■＋＋■‾‾▼【】▼1、‾【‾－▲‾  

出  

√：土＝■   

－－▲・－  

再転禾高音福豆豆㌃      ‖ u          l   
既芸慧森六  

6 その他 （平成18年度（平成1∂年）実績の1／12を記入してください。）※2  

7 おむつ関係経費（購入・リース・廃棄委託等）（1～6の再掲）   l  ’l   

事業活動支出計（1＋2十3＋4＋5＋6）  

※1：退職給与引当金は「5 引当金繰入」ではなく、「1人件費」に含めて記入してください。  
※2：事業開始から1年に満たない場合には、事業開始からの経過月数に応じて1ケ月分を算出してください。  
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第5 収支（その2－B；事業活動支出総括（社会福祉法人会計基準））  

社会福祉法人会計基準に基づいた勘定科目でご記入ください。  
指定介護老人福祉施設等会計処理等取扱指導指針に基づいて会計を行っている場合には  
第5収支（その2－A；事業活動支出総括（指導指針））にご記入ください。  

平成19年9月分  

科  目  金 額  

巨万   干   円   

（人件費は、「第4給与」の「給与費等の合計（勤」の金  
1人件費支出※1額を記入してください。）  

、＝J藻1■1㌫㌢ こ‘ゝ1－○、′  班◆九ぺ1讃毒撥、ソや＝ノノ■ノン  

2 事務費支出（平成18年度（平成18年）美績の1／12を記入してください0）※2 ≡  ．．′J▲；一錠悩顎  豊監整慰    ご≧≡ヰ㌣袈裟容十  宣言：誇詳  野買洋装ぷ謀  
「テ福利面亘費  f  口         臼 ロ  
イ 旅費交通費  山  

H  

1オ器具什器費  トゥ研修費         凹         ≒ェ消耗品費  n  L    」 】 ＿、…1＿＿▼】 n            L旦印刷製本費   Lキ▲水道光熱費  ⊥  両  
ク 燃料費   

凹    ■  
凹  n            ⊥  ⊥  抗 u  

ケ 修繕費   
暮  

l  

サ会議費                シ広報 
憂，＿Ⅳ．＿】▲】，▼【＿▼▼【■．  浅近ギ退＝          ′、鴬く七  ！コ通信運搬費      円 q                           ス業務委託費（年間委託の場合は、契約金領の】／12を記入してください。）  【  n 卯  i＋＋】       同                    望迄望澄禦   

⊥  ■ n          云窮i一・ミ崇   「面藷香春露軒‾‾‾】」【▼【‾【【…一一    】【       口 リ  

「す磋画窮頭「¶■■‾‾】」【▼「  塾  
i③寝具類洗濯・賃宮裏話百 L   【  
…④廃棄物処理委託費   ⊥ 一  
「す青函委託費   H u  

窃 l n  
国   セ 手数料  

ソ 損害保険料   ⑥清掃委託費           口 q     「‾亨あ画商劇′‾‾‾‘■－－‾‾’、‾               R 担        ．惣軟骨況 再  ∬笥㍍票【渋長澤ゝ’ヱ  ：l嵩琴滞鍔、一、  械誉箆一、訂㌫㌫心・賀  
】‡①火災保険料  

H  臣「否 顧  口       」  「  
T   

臼    一⊥   ト  
」            n  」   【  

事 曇ヒ   1タ賃借料   
【チ租税公課  

”  －ヒ  ⊥        u  
しユー楚萱  ‾】‘■‾－－’■‘▼膚‾‾，‾‾－－‾‾   【  √、⊥ 】      n H      l      」   n  
lテその福経費（アニラた縮も石）   

3 事業費支出 ピ幣‘さ、）驚昨度（平成18年）実績の1／12を記入      ヾ〉パ（－打身嘉                  ・叫－ん ′，ノし漢訳岩    く  一肇       滑賢▲・箱葦≡  脛☆縫、．禦  箕ぎ対等誓治軒    ぎ澤＝醇憂毎鮎  ）蒜盗  
ア給食費   【  】   l   ＿ ］  
イ 保健衛生費  ⊥   l      ウ被服費  

」  担  

珪笠聖書費  両 †   臼 担  】  n u  

u 」⊥              カ 本人支給金      白      L   キ水道光熱費  L l   l   t      ク 燃料費          墨塗    勲滞管繋  

②その他  

一     」  酌  
①車輌分  ‖ 司  1  】    」   ⊥         L  【  】  

； 

l  顛  肇ジ崇誓㌢ 」  震志 

」  

ス就職支度費  
④そ ケ 消耗品費      ⊥               コ 器具什器費      t  【  ‾‾■「▲‾‾▼【‾      サ賃借料         濫慧整 l         l①土地       l     ■て≡㌻蓮南京示蓮砺両面疫面‾              Ⅰ   ③設備器械   1      L  岳 」【＿   の他      岳   l   シ教育指導費      T           二十十－ 」   覇   ⊂－   1「蔭療費   ソ 葬祭費      ＝「「▲∬工二   F   J   タ 雑費   口  弓 」   一」   l   チその他経費（ア～タに該当しなし、もの）        lニコ   

※1二退職給与引当金は「6 引当金繰入」ではなく、「1人件費」に含めて記入してください。  
※2：事業開始から1年に満たない場合には、事業開始からの経過月数に応じて1ケ月分を算出してください。  
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平成19年9月分  

科  目  金 額  
百万   千   円   

事   け建物及び建物付属設備減価償却費  Ⅲ  4 減価償却費 （平成18年琴（平成18年）実績の1／′12を記入してください。）※2  主、濠），■た知ぷ                        l  
業   

！イ車両船舶設備減価償却費  
括  り特殊浴槽減価償却費  

ー‾‾‾‾て 「  

勒  
！ェその他の減価償却費  

支 出   
】  

〉  山 u  

6 引当金繰入※1 （平成18年度（平成18年）実績の1／12を記入してください。）※2  二・箪料擬＊華来＝議き徳一承醐、    －ゝ1融＝！波妊整容箋   嘉招策略如こ  、坑顕瑚鰯‰   謂無死識癌   
〃；］ヒ  れ冗   lア徴収不能引当金繰天二｛  

童イ修繕引当金繰入  
！りその他引当金繰入  

l   

※1：退職給与引当金は「6 引当金繰入」ではなく、「1人件費」に含めて記入してください。  
※2二事業開始から1年に満たない場合には、事業開始からの経過月数に応じて1ケ月分を算出してください。  
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貰5 収支（その3；その他の収支）  

※介護老人福祉施設b地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護及びそれと一体的に経営口会計を   
行ってしヽるサービスについてご記入ください。  

平成19年9月分  

科  目  金  額  
百万  千  円   

Ⅲ 事業活動外収入（平成用年度（用ほ年）清の…2を記入してくださいぅ）※】  

R ；1借入金利息補助金収入  
l  

L2 受取利息・配当金収入  

；3 その他の事業活動外収入 胆  u  

；事業活動外収入計  ；  
Ⅳ 事業債勒外支出（平成柑年度し平朗竺）夫竺？眉2を記入してください。）※】  

宣1借入金利息  

，（D 短期借入金支払利息  n  

】     」  l  
② 長期借入金支払利息   ▼【 「「▼  

うち建物・設備に係る借入金支払利息  

；2 その他の事業活動外支出  計        － u       n  ト   
i事業活動外支出  

V 特別収入（平成ほ年度（平成ほ年）真宗責の！／12を記入してください。）※1  

弓1施設整備等補助金収入  覇 ‡     n u  
2 施設整備等寄付金収入   二二「       n  
二3 固定資産受贈額  

岳 1  r  

4 固定資産売却益        【  
5 国庫補助金等特別積立金取崩額  1  

L 】    q l  】′－▲“■－‾1   u  6 他会計区分繰入金収入      L n  
7 会計区分外繰入金収入  

l  【山′‾‘‾   

8 その他の特別収入  】  

特別収入計  

Ⅵ 特男り支出（糊柑度（平成l昨）美鈴の1／ 
＿ 

1基本金組入額  

…2 国庫補助金等特別積立金繰入額  口   ⊥                   工二  
3 固定資産除売却損  

r4 他会計区分繰入金支出  

5 会計区分外縁入金支出  
亡二    L             塾  l      l  岳                 H  

1．うち法人本部に帰属する経費：役員報酬等  
⊥  

麿別支出計  〔6 その他の特別損失  n                      l  
※1：事業開始から1年に満たない場合には、事業開始からの経過月数に応じて1ケ月分を算出してください。   
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第5 収支（その4；減価償却等の状況）  
※開設主体が社会福祉法人である場合のみ記入してください。  

平成18年度又は平成18年（1年分）  

u  
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第5 収支（その5；補助金等の状況）  
地域密着型介護老 ※介護老人福祉施設D人福祉施設入所者生活介護及びそれとp体的に経営B会計を  

行ってし、るサービスについてご記入ください。  
平成18年度又は平成18年（1年分）  

堵翫首府県補助△収入   
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第6  介護予防支援6居宅介護支援に従事する介護支援専門員の勤務状況  

※介護予防支援・居宅介護支援（以下「居宅介護支援等」とし＼う。）を実施していない場合、または、居宅介護   
支援等は実施しているが今回調査対象となった施設サービスと費用が区分されている場合は記入不要  

貴事業所の常勤職員1人あた－りの   

所定労働時間※4（9月中）  

※1：施設の介護支援専門員と兼務している場合の「専従／兼務」については以下の基準で判断してください。  

・形式上施設の介護支援専門員との兼務になっているが、勤務の実態としては居宅介護支援等の介譲支援専門員業務  
のみを行っている→「専従」  

・施設の介譲支援専門員業務と居宅介譲支援等の介言蔓支援専門員業務の時間を分けることができる→「兼務」   
在宅介護支援センターと兼務している場合の「専従／兼務」については以下の基準で判断してください。  

・形式上在宅介護支援センターとの兼務になっているが、勤務の実態としては介護支援専門員業務  
のみを行っている→「専従」  

▲介護支援専門員業務と在宅介護支援センター業務の時間を分けることができる→「兼務」  
・介護支援専門員業務と在宅介護支援センター業務の時間を分けることができない→「専従」  

※2：要介護認定調査受託に関連する業務に従事した時間を含めて記入してください。  

書門■として従事した時間、在宅介護支援センター業務に従事した時間は含めないでください【 
※3：1人の利用者に複数の介護支援専門員が関わっている場合で、主たる担当者が決められる場合には、  

主たる担当者の利用者として記入してください。主たる担当者を決めがたい場合には、関わっている  
介護支援専門員の人数で按分して、それぞれの介護支援専門員の利用者として記入してください。  
（按分する場合、小数点以下第2位を四捨五入し、表記は小数点第1位まで）  

【記入例】1人の利用者に介護支援等門員A、介護支援専門員Bの2人が関わっている場合  

・介護支援専門員Aが主担当である→A：1人、Bニ0人  

・介護支援専門員Aと介護支援専門員Bが同程度関わっており、主担当を決めがたい  

→介護支援専門員の人数で按分（1÷2＝0．5） A：0．5人、B：0．5人  

※4二所定労働時間とは、貴事業所で定めた勤務時間のことをさします。  

たとえば、常勤職員の1日の所定労働時間が8時間で、9月中の所定勤務日数が20日だった場合には  

160時間（＝8時間×20日）となります。  
※この調査票に書ききれない場合は、調査票をコピーして記入してください。  
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平成21年度介護従事者処遇状況等調査の対象者について  
（平成20年及び平成21年ともに在籍している者を対象）  

Eさん  
対象外   




